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１．【半期報告書の訂正報告書の提出理由】
　平成18年12月25日に提出した第96期中（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）半期報
告書の記載事項の一部に訂正を要する箇所がありましたので、これを訂正するために半期報告書
の訂正報告書を提出するものであります。
 
２．【訂正事項】
第一部　企業情報
　第２　事業の状況
　　１　業績等の概要
　　　（自己資本比率の状況）
 
 
３．【訂正箇所】
　訂正箇所は＿＿＿を付して表示しております。
 
第一部　【企業情報】
　第２　【事業の状況】
　　１　【業績等の概要】
　　　　（自己資本比率の状況）
 
 
（訂正前）

単体自己資本比率（国内基準）
　　　　

（省略）
　　　　　
(注) １　告示第30条第２項に掲げるもの、すなわち、ステップ・アップ金利等の特約を付すなど償還を行う蓋

然性を有する株式等（海外特別目的会社の発行する優先出資証券を含む。）であります。
２　告示第31条第１項第３号に掲げる負債性資本調達手段で次に掲げる性質のすべてを有するものであ
ります。
(1) 無担保で、かつ、他の債務に劣後する払込済のものであること
(2) 一定の場合を除き、償還されないものであること
(3) 業務を継続しながら損失の補てんに充当されるものであること
(4) 利払い義務の延期が認められるものであること

３　告示第31条第１項第４号及び第５号に掲げるものであります。ただし、期限付劣後債務は契約時にお
ける償還期間が５年を超えるものに限られております。

４　告示第32条第１項に掲げる他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額であります。

 
 
（訂正後）

単体自己資本比率（国内基準）
　　　　

（省略）
　　　　　
(注) １　告示第30条第２項に掲げるもの、すなわち、ステップ・アップ金利等の特約を付すなど償還を行う蓋

然性を有する株式等（海外特別目的会社の発行する優先出資証券を含む。）であります。
２　告示第31条第１項第３号に掲げる負債性資本調達手段で次に掲げる性質のすべてを有するものであ
ります。
(1) 無担保で、かつ、他の債務に劣後する払込済のものであること
(2) 一定の場合を除き、償還されないものであること
(3) 業務を継続しながら損失の補てんに充当されるものであること
(4) 利払い義務の延期が認められるものであること

３　告示第31条第１項第４号及び第５号に掲げるものであります。ただし、期限付劣後債務は契約時にお
ける償還期間が５年を超えるものに限られております。

４　告示第32条第１項に掲げる他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額であります。
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（※）優先出資証券の概要

　連結自己資本比率（国内基準）及び単体自己資本比率（国内基準）における自己資本の基本的項目（Tier１）

に算入しております海外特別目的会社の発行する優先出資証券の主要な性質は次のとおりであります。

 

発行会社 Hiroshima Preferred Capital Cayman Limited

発行証券の種類 非累積型・固定／変動配当・優先出資証券（以下、「本優先出資証券」）

償還期日

定めなし。

但し、平成24年1月以降のいずれかの配当支払日に、発行会社はその裁量により、

20日以上60日以下の事前の通知を行うことで、本優先出資証券の全部又は一部

を現金償還することができる。

本優先出資証券の償還は、監督当局の事前の承認を前提とする。

配当率
3.19％（平成29年1月まで固定）

平成29年1月以降は変動金利

発行総額 300億円（1口当たり 10,000,000円）

払込日 平成18年９月７日

配当支払の内容
毎年1月25日及び７月25日（該当日が営業日でない場合は、直後の営業日とす

る。）。但し、初回の配当支払日は平成19年１月25日とする。

配当停止条件

配当は、以下のいずれかの事項に該当する場合は、当該配当支払日における配当

は支払われない。

 

（1）当該配当支払日の直前に終了した事業年度中の日を基準日とする銀行最

優先株式に関する配当を全く支払わない旨宣言され、それが確定した場

合。

（2）当該配当支払日の５営業日前までに、銀行が発行会社に対し支払不能証明

書を交付した場合。

（3）当該配当支払日が監督期間中に到来し、かつ、銀行が当該配当支払日の５

営業日前までに、発行会社に対して当該配当支払日に本優先出資証券に関

して配当を行うことを禁止する旨の監督期間配当指示を交付している場

合。

（4）当該配当支払日が強制配当支払日でなく、当該配当支払日の５営業日前ま

でに、銀行が発行会社に対して当該配当支払日に配当を行わないよう求め

る配当不払指示を交付している場合。

（5）当該配当支払日が、清算期間中に到来する場合。

 

また、配当が支払われる場合においても、配当制限若しくは分配制限の適用又は

監督期間配当指示若しくは配当減額額指示がある場合には、それぞれ制限を受

ける。

強制配当事由

平成19年３月31日に終了する事業年度を含む、それ以降のある事業年度中のい

ずれかの日を基準日として、銀行が銀行の普通株式に関する配当を行った場合、

発行会社は、当該事業年度終了直後の7月及び1月の配当支払日に本優先出資証

券に対する全額の配当を行うことを要する(下記(1)、(2)、(3)及び(4)を条件と

し、以下「強制配当支払日」という。)。但し、強制配当は、当該配当支払日に係る

配当不払指示又は配当減額指示がなされているかどうかには関わりなく実施さ

れるが、(1)支払不能証明書が交付されていないこと、(2)分配制限に服するこ

と、(3)当該配当支払日が監督期間中に到来する場合には、監督期間配当指示に

服すること、かつ、(4)当該配当支払日が清算期間中に到来するものでないこと、

を条件とする。

残余財産分配額 1口当たり10,000,000円
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